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財務書類説明書

安房郡市 域市町村 事務組合
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【様式第1号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 3,609,718   固定負債 3,228,173

    有形固定資産 3,609,618     地方債 2,098,075

      事業用資産 3,168,890     長期未払金 -

        土地 214,934     退職手当引当金 939,388

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 3,863,262     その他 190,710

        建物減価償却累計額 -1,047,721   流動負債 443,305

        工作物 140,020     １年内償還予定地方債 263,410

        工作物減価償却累計額 -15,402     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 128,413

        航空機 -     預り金 9,115

        航空機減価償却累計額 -     その他 42,367

        その他 - 負債合計 3,671,478

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 13,797   固定資産等形成分 3,609,718

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -3,484,362

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 1,654,781

      物品減価償却累計額 -1,214,053

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 100

      投資及び出資金 100

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 100

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 -

        減債基金 -

        その他 -

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 187,116

    現金預金 187,116

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 125,356

資産合計 3,796,835 負債及び純資産合計 3,796,835

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 2,654,135

    その他 -

  臨時利益 515

    資産売却益 515

    資産除売却損 13,746

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 2,640,904

  臨時損失 13,746

    災害復旧事業費 -

  経常収益 98,888

    使用料及び手数料 40,606

    その他 58,282

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 1,337

        その他 1,271

    移転費用 198,387

      補助金等 197,051

      その他の業務費用 21,365

        支払利息 20,094

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 10,816

        減価償却費 168,028

        その他 -

        その他 784

      物件費等 511,959

        物件費 333,115

        職員給与費 1,878,884

        賞与等引当金繰入額 128,413

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 2,739,792

    業務費用 2,541,405

      人件費 2,008,080

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 -168,195 3,364,292 -3,532,487

  純行政コスト（△） -2,654,135 -2,654,135

  財源 2,958,208 2,958,208

    税収等 2,893,849 2,893,849

    国県等補助金 64,359 64,359

  本年度差額 304,073 304,073

  固定資産等の変動（内部変動） 255,947 -255,947

    有形固定資産等の増加 438,222 -438,222

    有形固定資産等の減少 -182,274 182,274

    貸付金・基金等の増加 - -

    貸付金・基金等の減少 - -

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -10,522 -10,522

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 293,551 245,426 48,125

本年度末純資産残高 125,356 3,609,718 -3,484,362

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日
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【様式第4号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 9,778

本年度歳計外現金増減額 -664

本年度末歳計外現金残高 9,115

本年度末現金預金残高 187,116

    その他の収入 -

財務活動収支 -9,541

本年度資金収支額 10,554

前年度末資金残高 167,448

本年度末資金残高 178,002

  財務活動支出 295,041

    地方債償還支出 252,854

    その他の支出 42,187

  財務活動収入 285,500

    地方債発行収入 285,500

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 1,015

    その他の収入 -

投資活動収支 -437,207

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,015

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 -

【投資活動収支】

  投資活動支出 438,222

    公共施設等整備費支出 438,222

    基金積立金支出 -

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 64,359

業務活動収支 457,301

  業務収入 2,954,932

    税収等収入 2,893,849

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 40,606

    その他の収入 20,477

    移転費用支出 198,387

      補助金等支出 197,051

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 1,337

    業務費用支出 2,363,603

      人件費支出 1,998,306

      物件費等支出 344,083

      支払利息支出 20,094

      その他の支出 1,120

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,561,990
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(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産 ･･････････････････････････････････ 取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59 年度以前に取得したもの････････････････････ 再調達原価
イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの ･･････････････････････････････取得原価
取得原価が不明なもの ･･････････････････････････････再調達原価

(2) 有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

   定額法を採用しております。

(3)引当金の計上基準及び算定方法
①退職手当引当金

②賞与引当金

(4)資金収支計算書における資金の範囲

(5) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①物品及びソフトウェアの計上基準

②資本的支出と修繕費の区分基準

   

一般会計等財務書類における注記

Ⅰ  重要な会計方針

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則とし
て再調達原価としております。

また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価での評価は行わないこととしておりま
す。

 翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、全支給対象期間に対する本
年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

 現金（要求払預金）

 地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方式に従って計上してい
ます。

 物品については、取得価額又は見積価格が５０万円以上の場合に資産として計上しています。
 ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

 有形固定資産の資産価値を高める目的に要した支出額は、資本的支出として処理しています。
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Ⅱ.       重要な会計方針の変更等
(1)資金収支計算書における資金の範囲の変更

  当期末資金残高の減少 9,114,736 円

Ⅲ    追加情報
(1)一般会計等の対象範囲（対象とする会計）

一般会計

(2)出納整理期間について

 
(3)財務書類の表示金額単位

(4)利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  508,244 千円

(5)繰越事業に係る将来の支出予定額
継続費逓次繰越額（一般会計） 685 千円
繰越明許費（一般会計） 2,906 千円
事故繰越額（一般会計） 423 千円

(7)資金収支計算書に係る事項
①基礎的財政収支 40,188 千円
②既存の決算情報との関連性

収入(歳入) 支出(歳出)
3,473,254千円 3,295,253千円

167,448千円 -
3,305,806千円 3,295,253千円

歳入歳出決算書
繰越金に伴う差額

 総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との適合をはかるため、
歳計外現金を資金の範囲から外しております。この変更による資金収支計算書に与えている影響は次
の通りです。

 地方自治法 235 条の 5の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係る出納整理
期間（平成31年4月1⽇〜令和元年5月31⽇）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会
計年度末の計数としています。

 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

(6)地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれる
ことが見込まれる金額                510,426千円

資金収支計算書
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(8) 将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）
イ.一般会計等に係る地方債の現在高 2,594,563千円
ロ.債務負担行為に基づく支出予定額 90,000千円
ハ.一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に

- 
ニ.組合等が起こした地方債の償還に係る負担見込額 - 
ホ.退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 1,890,213千円
ヘ.設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 - 
ト.連結実質赤字額 - 
チ.組合等の連結実質赤字額に係る一般会計等負担見込額 - 
リ.地方債の償還額等に充当可能な基金 - 
ヌ.地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入 - 
ル.地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に

 算入されることが見込まれる額 510,426千円

(9)純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
①固定資産等形成分

①余剰分（不足分）
 純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(10)基礎的財政収支
業務活動収支 457,301 千円

支払利息支出 20,094 千円
投資活動収支 -437,207 千円

積立金支出 - 千円
基金取崩収入 - 千円

基礎的財政収支 40,188 千円

 固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上していま

 充てるための一般会計等からの繰入見込額
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(11)既存の決算情報との関連性
地方自治法第233条の規定に基づく決算情報との関連性

(12)資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書の業務活動収支 457,301 千円
減価償却費 -168,028 千円
減損損失 0 千円
徴収不能引当金の増減額 0 千円
退職手当引当金の増減額 37,805 千円
賞与引当金の増減額 -9,774 千円
未収金の増減額 0 千円
固定資産売却損益  -13,231 千円
資本的国県等補助金等 0 千円
未払費用の増減額  0 千円
その他の資産・負債の増減額 千円

純資産変動計算書の本年度差額 304,073 千円

(13)一時借入金に関する情報
資金収支計算書には一時借入金の増減額は含まれておりません。
一時借入金の限度額は1,000,000千円です。

(14)重要な非資金取引
減価償却費 168,028 千円
賞与引当金繰入額 128,413 千円
退職手当引当金繰入額 - 千円
その他（経常収益）（退職手当引当金戻入益）                  - 千円
徴収不能引当金繰入額 - 千円
その他（経常収益）（徴収不能引当金戻入益） - 千円

千円
有形固定資産の交換 - 千円
PFIによる資産の取得 - 千円
無償取得等 - 千円

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額     -

 ストック情報（資産・負債）や現金支出を伴わないコストを発生主義で認識しています。
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自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合 年度：平成30年度
会計：一般会計等

（単位：千円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度減価償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)

(G)

事業用資産 4,112,075 277,264 157,326 4,232,013 1,063,123 103,244 3,168,890
　土地 205,082 9,852 - 214,934 - - 214,934
　立木竹 - - - - - - -
　建物 3,591,715 113,501 46,480 3,658,737 1,026,373 82,215 2,632,364
　建物付属設備 203,771 754 - 204,525 21,348 12,917 183,177
　工作物 108,839 31,181 - 140,020 15,402 8,112 124,618
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他の有形固定資産 - - - - - - -
　建設仮勘定 2,668 121,975 110,846 13,797 - - 13,797
インフラ資産 - - - - - - -
　橋梁（公共土地） - - - - - - -
　道路（公共土地） - - - - - - -
　河川（公共土地） - - - - - - -
　ダム（公共土地） - - - - - - -
　山林（公共土地） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共土地） - - - - - - -
　公園（公共土地） - - - - - - -
　下水道（公共土地） - - - - - - -
　防火水槽（公共土地） - - - - - - -
　下水処理（公共土地） - - - - - - -
　トンネル（公共土地） - - - - - - -
　農道（公共土地） - - - - - - -
　林道（公共土地） - - - - - - -
　その他（公共土地） - - - - - - -
　橋梁（公共建物） - - - - - - -
　道路（公共建物） - - - - - - -
　河川（公共建物） - - - - - - -
　ダム（公共建物） - - - - - - -
　山林（公共建物） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共建物） - - - - - - -
　公園（公共建物） - - - - - - -
　下水道（公共建物） - - - - - - -
　防火水槽（公共建物） - - - - - - -
　下水処理（公共建物） - - - - - - -
　トンネル（公共建物） - - - - - - -
　農道（公共建物） - - - - - - -
　林道（公共建物） - - - - - - -
　その他（公共建物） - - - - - - -
　橋梁（公共工作物） - - - - - - -
　道路（公共工作物） - - - - - - -
　河川（公共工作物） - - - - - - -
　ダム（公共工作物） - - - - - - -

有形固定資産の明細
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自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合 年度：平成30年度
会計：一般会計等

（単位：千円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度減価償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)

(G)

有形固定資産の明細

　山林（公共工作物） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共工作物） - - - - - - -
　公園（公共工作物） - - - - - - -
　下水道（公共工作物） - - - - - - -
　防火水槽（公共工作物） - - - - - - -
　下水処理（公共工作物） - - - - - - -
　トンネル（公共工作物） - - - - - - -
　農道（公共工作物） - - - - - - -
　林道（公共工作物） - - - - - - -
　その他（公共工作物） - - - - - - -
　その他の公共用財産 - - - - - - -
　公共用財産建設仮勘定 - - - - - - -
物品 1,495,514 271,804 112,537 1,654,781 1,214,053 64,784 440,728
　機械器具 - - - - - - -
　物品 1,495,514 271,804 112,537 1,654,781 1,214,053 64,784 440,728
　美術品 - - - - - - -
合計 5,607,590 549,067 269,863 5,886,794 2,277,176 168,028 3,609,618
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自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合 年度：平成30年度
会計：一般会計等

（単位：千円）

区分
生活インフラ・

国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 その他 合計

事業用資産 - - - 1,470,282 - 1,640,750 57,858 - 3,168,890
　土地 - - - 33,288 - 123,788 57,858 - 214,934
　立木竹 - - - - - - - - -
　建物 - - - 1,332,366 - 1,299,998 - - 2,632,364
　建物付属設備 - - - 754 - 182,423 - - 183,177
　工作物 - - - 103,874 - 20,744 - - 124,618
　船舶 - - - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - - - -
　航空機 - - - - - - - - -
　その他の有形固定資産 - - - - - - - - -
　建設仮勘定 - - - - - 13,797 - - 13,797
　本勘定振替勘定（事業用） - - - - - - - - -
インフラ資産 - - - - - - - - -
　橋梁（公共土地） - - - - - - - - -
　道路（公共土地） - - - - - - - - -
　河川（公共土地） - - - - - - - - -
　ダム（公共土地） - - - - - - - - -
　山林（公共土地） - - - - - - - - -
　漁港・港湾（公共土地） - - - - - - - - -
　公園（公共土地） - - - - - - - - -
　下水道（公共土地） - - - - - - - - -
　防火水槽（公共土地） - - - - - - - - -
　下水処理（公共土地） - - - - - - - - -
　トンネル（公共土地） - - - - - - - - -
　農道（公共土地） - - - - - - - - -
　林道（公共土地） - - - - - - - - -
　その他（公共土地） - - - - - - - - -
　橋梁（公共建物） - - - - - - - - -
　道路（公共建物） - - - - - - - - -
　河川（公共建物） - - - - - - - - -
　ダム（公共建物） - - - - - - - - -
　山林（公共建物） - - - - - - - - -
　漁港・港湾（公共建物） - - - - - - - - -
　公園（公共建物） - - - - - - - - -
　下水道（公共建物） - - - - - - - - -
　防火水槽（公共建物） - - - - - - - - -
　下水処理（公共建物） - - - - - - - - -
　トンネル（公共建物） - - - - - - - - -
　農道（公共建物） - - - - - - - - -
　林道（公共建物） - - - - - - - - -
　その他（公共建物） - - - - - - - - -
　橋梁（公共工作物） - - - - - - - - -
　道路（公共工作物） - - - - - - - - -
　河川（公共工作物） - - - - - - - - -
　ダム（公共工作物） - - - - - - - - -
　山林（公共工作物） - - - - - - - - -
　漁港・港湾（公共工作物） - - - - - - - - -
　公園（公共工作物） - - - - - - - - -
　下水道（公共工作物） - - - - - - - - -
　防火水槽（公共工作物） - - - - - - - - -
　下水処理（公共工作物） - - - - - - - - -
　トンネル（公共工作物） - - - - - - - - -
　農道（公共工作物） - - - - - - - - -
　林道（公共工作物） - - - - - - - - -
　その他（公共工作物） - - - - - - - - -
　その他の公共用財産 - - - - - - - - -
　公共用財産建設仮勘定 - - - - - - - - -
　本勘定振替勘定（インフラ） - - - - - - - - -

有形固定資産に係る行政目的別の明細
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自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合 年度：平成30年度
会計：一般会計等

（単位：千円）

区分
生活インフラ・

国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 その他 合計

有形固定資産に係る行政目的別の明細

物品 - - - 629 - 438,799 1,299 - 440,728
　機械器具 - - - - - - - - -
　物品 - - - 629 - 438,799 1,299 - 440,728
　美術品 - - - - - - - - -
合計 - - - 1,470,912 - 2,079,549 59,157 - 3,609,618

24



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：千円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【一般会計】

一般公共事業

公営住宅建設

災害復旧

教育・福祉施設 125,375 20,625 15,600 109,775

一般単独事業 2,214,343 236,605 652,465 1,561,878

通:その他 21,767 6,180 21,767

臨時財政対策債

減税補てん債

退職手当債

特:その他

合計 2,361,485 263,410 21,767 0 0 668,065 0 0 0 1,671,653

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関
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②地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

2,361,485 2,361,485

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：千円）

2,361,485 263,410 352,474 335,780 329,212 236,008 667,608 176,992

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：　　）

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）
加重平均

利率

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下
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⑤引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

退職手当引当金 977,193 37,805 939,388

賞与引当金 118,639 128,413 118,639 128,413

徴収不能引当金 0

合計 1,095,832 128,413 156,444 1,067,801

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高
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２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

計

千葉県市町村総合事務組合負担金

共同指令センター運用経費負担金

千葉県消防救急無線設備維持管理費負担金

その他

計

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)

（単位：千円）

区分 相手先 金額 支出目的

0

合計 197,051

197,051

その他の補助金等

千葉県市町村総合事務組合 129,440

千葉県市町村総合事務組合ほか 15,469

千葉県市町村総合事務組合 17,114
千葉県消防救急無線
設備維持管理費負担
金

退職手当支給に係る
負担金

千葉市 35,028
ちば消防共同指令セ
ンターの運用経費負担
金
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（１）財源の明細 （単位：千円）
会計 区分 財源の内容 金額

地方税 -

地方譲与税 -

利子割交付金 -

配当割交付金 -

株式譲渡交付 -

地方消費税交付 -

ゴルフ場利用税交付金 -

自動車所得税交付金 -

地方特例交付金 -

地方交付税 -

交通安全対策特別交付金 -

分担金及び負担金 2,893,849

寄付金 -

2,893,849

国庫支出金 64,359

都道府県等支出金 -

その他 -

計 64,359

国庫支出金 -

都道府県等支出金 -

その他 -

計 -

64,359

2,958,208

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計等

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計
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国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 2,654,135 -2,141 3,214 2,511,217 141,845

有形固定資産等の増加 438,222 66,500 282,286 89,436 0

貸付金・基金等の増加 0 0 0 0

その他

合計 3,092,357 64,359 285,500 2,600,653 141,845

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

区分 金額
内訳
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（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金

要求払預金 178,002

合計 178,002

４．資金収支計算書の内容に関する明細
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【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 4,649,490   固定負債 4,190,418

    有形固定資産 3,667,101     地方債等 2,106,882

      事業用資産 3,226,294     長期未払金 -

        土地 217,144     退職手当引当金 1,892,826

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 190,710

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 445,584

        建物 3,867,522     １年内償還予定地方債等 265,481

        建物減価償却累計額 -1,051,041     未払金 -

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 248,526     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -69,655     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 128,583

        船舶 -     預り金 9,154

        船舶減価償却累計額 -     その他 42,367

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 4,636,002

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 4,649,961

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -4,447,890

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 13,797

      インフラ資産 -

        土地 -

        土地減損損失累計額 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        建物減損損失累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 1,654,953

      物品減価償却累計額 -1,214,146

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 982,389

      投資及び出資金 303

        有価証券 -

        出資金 203

        その他 100

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 9,900

      基金 972,186

        減債基金 -

        その他 972,186

      その他 0

      徴収不能引当金 -

  流動資産 188,583

    現金預金 188,112

    未収金 1

    短期貸付金 471

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 202,071

資産合計 4,838,073 負債及び純資産合計 4,838,073

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：千円）

    資産売却益 515

    その他 140

純行政コスト 2,677,460

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 140

  臨時利益 655

  臨時損失 13,886

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 13,746

    使用料及び手数料 40,606

    その他 59,720

純経常行政コスト 2,664,228

      社会保障給付 -

      その他 1,337

  経常収益 100,326

        その他 1,271

    移転費用 194,838

      補助金等 193,501

      その他の業務費用 21,365

        支払利息 20,094

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 10,816

        減価償却費 178,987

        その他 9

        その他 857

      物件費等 536,938

        物件費 347,126

        職員給与費 1,881,930

        賞与等引当金繰入額 128,583

        退職手当引当金繰入額 43

  経常費用 2,764,554

    業務費用 2,569,716

      人件費 2,011,414

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 -79,247 4,453,637 -4,532,884 -

  純行政コスト（△） -2,677,460 -2,677,460 -

  財源 2,971,048 2,971,048 -

    税収等 2,895,650 2,895,650 -

    国県等補助金 75,398 75,398 -

  本年度差額 293,588 293,588 -

  固定資産等の変動（内部変動） 208,869 -208,869

    有形固定資産等の増加 438,222 -438,222

    有形固定資産等の減少 -193,233 193,233

    貸付金・基金等の増加 655 -655

    貸付金・基金等の減少 -36,774 36,774

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -10,522 -10,522

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -1,748 -2,024 275 -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 281,318 196,324 84,994 -

本年度末純資産残高 202,071 4,649,961 -4,447,890 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日
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【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 10,025

本年度歳計外現金増減額 -871

本年度末歳計外現金残高 9,154

本年度末現金預金残高 188,112

財務活動収支 -10,881

本年度資金収支額 11,066

前年度末資金残高 167,885

比例連結割合変更に伴う差額 7

本年度末資金残高 178,958

    地方債等償還支出 254,229

    その他の支出 42,187

  財務活動収入 285,535

    地方債等発行収入 285,535

    その他の収入 -

    資産売却収入 1,015

    その他の収入 -

投資活動収支 -435,824

【財務活動収支】

  財務活動支出 296,415

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,994

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 627

    貸付金元金回収収入 1,351

  投資活動支出 438,818

    公共施設等整備費支出 438,222

    基金積立金支出 597

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 64,359

業務活動収支 457,771

【投資活動収支】

    税収等収入 2,895,650

    国県等補助金収入 11,039

    使用料及び手数料収入 40,606

    その他の収入 21,914

  臨時支出 -

    移転費用支出 194,838

      補助金等支出 193,501

      社会保障給付支出 -

      その他の支出 1,337

  業務収入 2,969,209

    業務費用支出 2,380,959

      人件費支出 2,001,643

      物件費等支出 358,102

      支払利息支出 20,094

      その他の支出 1,120

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,575,797
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I.       重要な会計方針
(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産 ･･････････････････････････････････ 取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59 年度以前に取得したもの････････････････････再調達原価
イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの ･･････････････････････････････取得原価
取得原価が不明なもの ･･････････････････････････････再調達原価

(2) 有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 
 定額法を採用しております。
②無形固定資産
 定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準及び算定方法
②賞与引当金

③退職給付引当金

(4) 連結資金収支計算書における資金の範囲

(5) 採用した消費税等の会計処理

連結会計財務書類における注記

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則と
して再調達原価としております。

 翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の
割合を乗じた額を計上しております。

 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退職手当要支給
額を計上しております。

また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価での評価は行わないこととしており
ます。

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲として
おります。
 このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含ん
でおります。

 税込方式によっております。
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II.      重要な会計方針の変更等
(1) 会計方針の変更

該当なし
(2) 表示方法の変更

該当なし
(3) 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更

 当期末資金残高の減少 9,154 千円

Ⅲ.       重要な後発事象
(1) 主要な業務の改廃 

該当なし 
 

(2) 組織・機構の大幅な変更 
該当なし 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 
該当なし 

 
(4) 重大な災害等の発生 

該当なし 

Ⅳ.      偶発債務
(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当なし

 総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との適合をはかるため、
歳計外現金を資金の範囲から外しております。
 この変更による連結資金収支計算書に与えている影響は次の通りです。
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Ⅴ.      追加情報
(1) 連結対象団体（連結会計）の一覧

区分 連結の方法 比例連結割合

一部事務組合・広域連合 みなし連結 -

一部事務組合・広域連合 比例連結 2.03%

一部事務組合・広域連合 比例連結 1.13%

連結の方法は次のとおりです。 

(2) 出納整理期間について

(3) 財務書類の表示金額単位

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま
す。

② 退職手当組合は、連結財務書類の貸借対照表に当該団体の持分相当の退職手当にかかる基金及
び退職手当準備金を計上して退職手当組合を連結したものとみなしています 。

 財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受け払い等を
終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法 235 条の 5「普通地方公
共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する」）

 記載金額は千円単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

団体（会計）名

千葉県市町村総合事務組合
(一般会計̲退手事業)

千葉県市町村総合事務組合
(一般会計̲退手事業以外)

千葉県自治研修センター特別会計
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自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合 年度：平成30年度
会計：連結会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度減価償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)

(G)

事業用資産 4,227,052 277,264 157,326 4,346,990 1,120,696 114,180 3,226,294
　土地 207,292 9,852 - 217,144 - - 217,144
　立木竹 - - - - - - -
　建物 3,595,976 113,501 46,480 3,662,997 1,029,693 82,300 2,633,304
　建物付属設備 203,771 754 - 204,525 21,348 12,917 183,177
　工作物 217,345 31,181 - 248,526 69,655 18,963 178,871
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他の有形固定資産 - - - - - - -
　建設仮勘定 2,668 121,975 110,846 13,797 - - 13,797
インフラ資産 - - - - - - -
　橋梁（公共土地） - - - - - - -
　道路（公共土地） - - - - - - -
　河川（公共土地） - - - - - - -
　ダム（公共土地） - - - - - - -
　山林（公共土地） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共土地） - - - - - - -
　公園（公共土地） - - - - - - -
　下水道（公共土地） - - - - - - -
　防火水槽（公共土地） - - - - - - -
　下水処理（公共土地） - - - - - - -
　トンネル（公共土地） - - - - - - -
　農道（公共土地） - - - - - - -
　林道（公共土地） - - - - - - -
　その他（公共土地） - - - - - - -
　橋梁（公共建物） - - - - - - -
　道路（公共建物） - - - - - - -
　河川（公共建物） - - - - - - -
　ダム（公共建物） - - - - - - -
　山林（公共建物） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共建物） - - - - - - -
　公園（公共建物） - - - - - - -
　下水道（公共建物） - - - - - - -
　防火水槽（公共建物） - - - - - - -
　下水処理（公共建物） - - - - - - -
　トンネル（公共建物） - - - - - - -
　農道（公共建物） - - - - - - -
　林道（公共建物） - - - - - - -
　その他（公共建物） - - - - - - -
　橋梁（公共工作物） - - - - - - -
　道路（公共工作物） - - - - - - -
　河川（公共工作物） - - - - - - -
　ダム（公共工作物） - - - - - - -
　山林（公共工作物） - - - - - - -

有形固定資産の明細
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自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合 年度：平成30年度
会計：連結会計

（単位：千円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度減価償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)

(G)

有形固定資産の明細

　漁港・港湾（公共工作物） - - - - - - -
　公園（公共工作物） - - - - - - -
　下水道（公共工作物） - - - - - - -
　防火水槽（公共工作物） - - - - - - -
　下水処理（公共工作物） - - - - - - -
　トンネル（公共工作物） - - - - - - -
　農道（公共工作物） - - - - - - -
　林道（公共工作物） - - - - - - -
　その他（公共工作物） - - - - - - -
　その他の公共用財産 - - - - - - -
　公共用財産建設仮勘定 - - - - - - -
物品 1,495,686 271,804 112,537 1,654,953 1,214,146 64,807 440,807
　機械器具 7 - - 7 7 - -
　物品 1,495,680 271,804 112,537 1,654,946 1,214,140 64,807 440,807
　美術品 - - - - - - -
合計 5,722,738 549,067 269,863 6,001,943 2,334,842 178,987 3,667,101
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第4章

財務4表の分析
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指標：平成30年度 H31.3.31時点人口数 121,823
安房郡市広域市町村圏事務組合  ：平成30年度

単位：円、年、％

住民一人当たり

資産額

歳入額対資産比率(年) 有形固定資産減価償却率

一般会計等
 一般会計等
 一般会計等


H30 31,167 1.09 26.6%
H29 28,630 1.04 41.5%

前年度比 2,537 0.05 -14.9%

単位：円、％

住民一人当たり

行政コスト

住民一人当たり

人件費

住民一人当たり

減価償却費

住民一人当たり

補助金等

受益者負担の割合

一般会計等
 一般会計等
 一般会計等
 一般会計等
 一般会計等

H30 21,787 16,403 1,379 1,618 3.6%
H29 19,501 15,731 1,239 1,528 11.9%

前年度比 2,286 672 140 90 -8.30%

受益者負担の割合
行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額ですので、これを経常費用と比較することにより、
行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出することができます。地方公共団体の行政サービス全体の受益者負担の割合を経年比
較したり、類似団体比較したりすることにより、当該団体の受益者負担の特徴を把握することができます。

住民一人当たり資産額
　資産合計を人口で除した住民一人当たりの資産額となります。
人口が小規模な団体の一人あたりが負担する資産額は、大規模な団体に比べ総じて大きくなる傾向にあります。なぜなら、インフラ資産は街の
機能を維持するために最低限必要な存在量がありこれは人口とは必ずしも比例するものではありません。そのため、住民数の減少とともに必然
的にその割合が大きくなることが考えられます。

歳入額対資産比率
　当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを
表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。

有形固定資産減価償却率

　有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出します。耐用年数に対して資産の取得からどの程度経
過しているのかを全体として把握することができます。
資産老朽化の程度を表しておりますが、値が100％となっても使用できなくなるわけではありません。
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指標：平成30年度 H31.3.31時点人口数 121,823
安房郡市広域市町村圏事務組合  ：平成30年度

単位：％

純資産比率
社会資本等形成の

世代間負担比率


（将来世代負担比率）

一般会計等
 一般会計等


H30 3.3% 65.4%
H29 -4.7% 69.2%

前年度比 8.00% -3.80%

単位：円、％
住民一人当たり


負債額
基礎的財政収支


（プライマリーバランス）
行政コスト対

財源比率

一般会計等
 一般会計等
 一般会計等

H29 30,138 40,187,418 89.3%
H29 29,989 29,057,249 87.0%

前年度比 149 11,130,169 2.30%

行政活動の弾力性を測定するための指標です。この指標により当該年度の税収等のうちどれだけ資産形成を伴わない行政
コストに費消されたのかを把握できます。これは税収等の一般財源等に対する行政コストの比率により算出します。
本指標が100％を上回る場合は、過去から蓄積されてきた資産が取崩されていることを意味しています。民間企業に置き換
えると、当該比率が100％を下回っている場合は計上利益が発生している状況であり、100％を超えている場合は計上損失
が発生している状況となります。

住民一人当たり負債額
人口の小規模な団体は大規模な団体に比べ住民一人当たりが負担する負債額は総じて大きくなる傾向があります。これは
住民一人当たりの資産額と同様に小規模団体では資産の効率性の結果、負債についても影響することが考えられます。

純資産比率
　地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。したがって、純資産の変動は、将
来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。例えば、純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても
利用可能であった資源を消費して便益を享受する一方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し、逆に、純資産の増
加は、現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味すると捉えることもできます。ただし、
純資産は固定資産等形成分及び余剰分（不足分）に分類されるため、その内訳にも留意する必要があります。

基礎的財政収支(プライマリーバランス)
プライマリーバランスは、地方債発行等により入ってくる借入収入を除いた歳入と、過去の借入に対する返済金を除いた歳
出についての収支です。行政サービスに使う経費を新たな借金をせずに毎年の税収等で補えるかどうかを分析する指標で
す。

行政コスト対税収等比率

　社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成充 当負債の割合）を算出することによ
り、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）
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